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平成 16 年 3 月期 個別財務諸表の概要 平成 16 年 5 月 19 日 
 

上場会社名 株式会社 クレディセゾン 上場取引所 東 

コード番号 ８２５３ 本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ  http://www.saisoncard.co.jp） 
代 表 者 代 表 取 締 役 社 長 林野  宏 
責 任 者 役 職 名 取締役財務経理部担当 菅沼 利康 
問合せ先責任者 広 報 室 長 坂本  歩 ＴＥＬ(03)3982-0700 
決算取締役会開催日 平成 16 年 5 月 19 日 中間配当制度の有無           有 
定時株主総会開催日 平成 16 年 6 月 29 日 単元株制度採用の有無 有(1 単元 100 株) 
 
１．16 年 3 月期の業績（平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日） 
(1)経営成績 (単位：百万円未満切り捨て) 

 営業収益 営業利益 経常利益 

  百万円 ％  百万円 ％  百万円 ％

16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

 175,725 2.3
 171,842 11.4

 44,824 3.9
 43,123 4.5

 45,051 1.8
 44,250 7.5

 

 
当期純利益 

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本 
経常利益率 

営 業 収 益
経常利益率

  百万円 ％  円 銭  円 銭  ％  ％  ％

16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

 24,396 － 
 △5,026 － 

 142 00
 △30 34

 138 99
 － －

 9.8
 △2.1

 4.0 
 4.1 

 25.6
 25.8

(注) ①期中平均株式数 16 年 3 月期 170,887,646 株 15 年 3 月期 169,614,267 株 
    ②取扱高 16 年 3 月期 2,924,399 百万円 15 年 3 月期 2,969,794 百万円 
  （対前期増減率△1.5％） 
    ③会計処理の方法の変更 有 
     ④営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率     

  円 銭  円 銭  円 銭  百万円  ％  ％

16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

 18 00 
 18 00 

 0 00
 0 00

 18 00
 18 00

 3,065 
 3,085 

 12.7 
 － 

 1.2
 1.3

 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

  百万円  百万円  ％  円 銭 

16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

 1,155,776 
 1,085,348 

 261,792 
 237,174 

 22.7 
 21.9 

 1,536 51  
 1,383 04  

(注) ①期末発行済株式数 16 年 3 月期 170,297,168 株 15 年 3 月期 171,401,691 株 
 ②期末自己株式数 16 年 3 月期 1,428,241 株 15 年 3 月期 8,176 株 
 
２．17 年 3 月期の業績予想(平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
営業収益 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

  百万円  百万円 百万円 円 銭  円 銭  円 銭
中 間 期 
通 期 

 92,000 
 189,000 

 20,000 
 46,500 

 11,500 
 27,000 

 0 00
 ―――

 ――― 
 20 00 

 ―――
 20 00

(注)取扱高 中間期  1,560,000 百万円 通期  3,300,000 百万円 
(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)158 円55 銭 

 
※上記の予想は、本資料の発表日現在における将来の見通し、計画のもととなる前提、予測を含んで記
載しております。実際の業績は、今後様々な要因によって上記予想と異なる結果となる可能性があり
ます。なお、上記業績予想に関する事項は添付資料 11 ページをご参照下さい。 
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１．財務諸表等 
【財務諸表】 
① 【貸借対照表】 

 

  
前事業年度 

(平成15年３月31日) 
当事業年度 

(平成16年３月31日) 
増減 
(△は減)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額 
(百万円)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金  47,092 43,928 △3,163

２ 売掛金 ※１ 474 － △474

３ 割賦売掛金 ※2,5 796,849 838,629 41,779

４ 商品  1,791 1,414 △376

５ 貯蔵品  489 521 31

６ 前払費用  908 566 △341

７ 繰延税金資産  9,405 13,647 4,242

８ 未収入金  15,060 5,837 △9,223

９ その他 ※４ 5,429 1,735 △3,694

貸倒引当金  △28,255 △31,241 △2,986

流動資産合計  849,246 78.2 875,038 75.7 25,792

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産   

(1) リース資産 ※７ 106,898 127,552 20,653

(2) 建物 ※7,8 12,352 2,165 △10,187

(3) 車両運搬具 ※７ 0 0 －

(4) 器具備品 ※7,8 4,289 3,649 △640

(5) 土地 ※８ 6,722 3,654 △3,068

(6) 建設仮勘定  553 2,494 1,941

有形固定資産合計  130,817 12.1 139,516 12.1 8,699

２ 無形固定資産   

(1) 借地権  971 15 △956

(2) ソフトウェア  6,311 8,785 2,474

(3) その他  256 251 △4

無形固定資産合計  7,539 0.7 9,052 0.8 1,513
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前事業年度 

(平成15年３月31日) 
当事業年度 

(平成16年３月31日) 
増減 
(△は減)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額 
(百万円)

３ 投資その他の資産   

(1) 投資有価証券  29,126 51,066 21,940

(2) 関係会社株式  12,600 34,963 22,362

(3) 出資金  788 559 △229

(4) 長期貸付金  28,252 28,252 －

(5) 関係会社長期貸付金  7,515 7,395 △120

(6) 長期前払費用  4,598 3,852 △746

(7) 差入保証金  6,970 3,210 △3,760

(8) 繰延税金資産  5,389 1,336 △4,053

(9) その他  2,869 1,086 △1,782

貸倒引当金  △2,538 △1,182 1,355

投資その他の資産合計  95,570 8.8 130,538 11.3 34,967

固定資産合計  233,927 21.6 279,107 24.2 45,180

Ⅲ 繰延資産   

１ 社債発行費  75 229 154

２ 開発費  2,100 1,400 △700

繰延資産合計  2,175 0.2 1,629 0.1 △545

資産合計  1,085,348 100.0 1,155,776 100.0 70,427

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債   

１ 支払手形  1,675 1,320 △354

２ 買掛金 ※３ 92,845 91,220 △1,624

３ 短期借入金  206,550 246,348 39,798

４ 一年以内に返済予定の 
長期借入金 

 7,732 13,455 5,723

５ 一年以内に償還予定の 
社債 

 40,000 20,000 △20,000

６ 一年以内に償還予定の 
転換社債 

 － 6,784 6,784

７ コマーシャル・ペーパー  144,000 71,000 △73,000

８ 一年以内に償還予定の 
債権譲渡支払債務 

※９ 5,929 3,127 △2,801

９ 未払金  654 1,442 788

10 未払費用  16,365 23,533 7,168

11 未払法人税等  198 22,192 21,993

12 預り金  2,350 2,092 △258

13 前受収益  199 84 △114

14 賞与引当金  1,320 1,340 19

15 割賦利益繰延 ※６ 3,428 3,446 17

16 その他  617 642 24

流動負債合計  523,867 48.2 508,030 43.9 △15,836
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前事業年度 

(平成15年３月31日) 
当事業年度 

(平成16年３月31日) 
増減 
(△は減)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額 
(百万円)

Ⅱ 固定負債   

１ 社債  90,000 130,000 40,000

２ 転換社債  7,445 － △7,445

３ 長期借入金  179,379 214,924 35,545

４ 債権譲渡支払債務 ※９ 38,415 33,000 △5,415

５ 退職給付引当金  5,273 6,030 756

６ 役員退職慰労引当金  532 439 △92

７ 保証債務引当金  879 934 55

８ 受入保証金  1,813 527 △1,286

９ その他  568 96 △471

固定負債合計  324,307 29.9 385,952 33.4 61,645

負債合計  848,174 78.1 893,983 77.3 45,808

(資本の部)   

Ⅰ 資本金 ※10 63,337 5.8 63,667 5.5 330

Ⅱ 資本剰余金   

  資本準備金  66,748 67,078 330

資本剰余金合計  66,748 6.2 67,078 5.8 330

Ⅲ 利益剰余金   

１ 利益準備金  3,020 3,020 －

２ 任意積立金   

(1) 固定資産圧縮積立金  301 301  

(2) 別途積立金  99,455 99,756 99,455 99,756 －

３ 当期未処分利益  5,729 26,920 21,190

利益剰余金合計  108,505 10.0 129,696 11.3 21,190

Ⅳ その他有価証券評価差額金  △1,396 △0.1 4,679 0.4 6,076

Ⅴ 自己株式 ※11 △19 △0.0 △3,329 △0.3 △3,309

資本合計  237,174 21.9 261,792 22.7 24,618

負債及び資本合計  1,085,348 100.0 1,155,776 100.0 70,427
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② 【損益計算書】 

 

  
前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％) 

前期対比
(％) 

Ⅰ 営業収益   

１ 信販事業収益   

(1) 総合あっせん収益  55,983 59,324 106.0

(2) 個品あっせん収益  1,463 1,275 87.1

(3) 信用保証収益  2,908 3,229 111.1

(4) 融資収益  85,682 90,892 106.1

(5) 業務代行収益  8,452 6,531 77.3

２ リース売上利益   

リース売上高  35,639 46,771  

リース売上原価 ※１ 31,473 4,165 41,162 5,609 134.7

３ 商品販売利益   

商品売上高 ※３ 9,445 2,763  

商品売上原価 ※2,3 8,543 902 2,359 403 44.7

４ その他の売上利益   

その他の売上高  7,392 3,392  

その他の売上原価 ※４ 2,173 5,218 255 3,136 60.1

５ 金融収益 ※５ 7,064 5,321 75.3

営業収益合計  171,842 100.0 175,725 100.0 102.3

Ⅱ 営業費用   

１ 販売費及び一般管理費  121,111 70.5 123,746 70.4 102.2

２ 金融費用   

(1) 支払利息  6,982 6,612  

(2) 社債発行費償却  129 189  

(3) その他  495 7,607 4.4 351 7,154 4.1 94.0

営業費用合計  128,718 74.9 130,900 74.5 101.7

営業利益  43,123 25.1 44,824 25.5 103.9

Ⅲ 営業外収益  1,724 1.0 975 0.5 56.6

Ⅳ 営業外費用  598 0.3 748 0.4 125.1

経常利益  44,250 25.8 45,051 25.6 101.8
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前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％) 

前期対比
(％) 

Ⅴ 特別利益   

１ 投資有価証券売却益  39 －  

２ 厚生年金基金代行部分 
返上益 

 3,974 4,014 2.3 － － － －

Ⅵ 特別損失   

１ 固定資産除却損 ※６ 712 212  

２ 固定資産売却損 ※７ 10 0  

３ 減損損失 ※８ ― 664  

４ 投資有価証券評価損  35,481 292  

５ 関係会社株式評価損  3,033 1,062  

６ 関係会社支援損 ※９ 16,450 ―  

７ 臨時減価償却費  447 ―  

８ その他  ― 56,135 32.7 470 2,702 1.5 4.8

税引前当期純利益 
又は純損失(△) 

 △7,871 △4.6 42,349 24.1 －

法人税、住民税及び事業税  108 22,322  

法人税等調整額  △2,953 △2,845 △1.7 △4,368 17,953 10.2 －

当期純利益又は純損失(△)  △5,026 △2.9 24,396 13.9 －

自己株式処分差損  ― 0 

前期繰越利益  10,755 2,524 

当期未処分利益  5,729 26,920   
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③ 【利益処分(案)】 

 

  
前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益  5,729  26,920

Ⅱ 任意積立金取崩額   

固定資産圧縮積立金 
取崩額 

 ― ― 301 301

合計  5,729  27,221

Ⅲ 利益処分額   

１ 配当金  3,085 3,065 

２ 役員賞与金  120 130 

(うち監査役賞与金)  (13) (15)

３ 任意積立金   

別途積立金  ― 3,205 15,000 18,195

Ⅳ 次期繰越利益  2,524  9,025
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重要な会計方針 
 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 子会社株式及び 

   関連会社株式 

……………… 移動平均法による

原価法 

 (2) その他有価証券 

    時価のあるもの………………決算期末日の市場

                 価格等に基づく時

                 価法 

   (評価差額は全部資本直入法により処理し、売却

    原価は移動平均法により算定しております。) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 子会社株式及び

    関連会社株式 

……………… 同左 

 (2) その他有価証券 

     時価のあるもの………………同左 

    時価のないもの………………移動平均法による

                 原価法 

     時価のないもの………………同左 

２ デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

   デリバティブ………………時価法 

２ デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

   デリバティブ………………同左 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 商品 …………………………個別法による原価法

 (2) 貯蔵品 ………………………最終仕入原価法 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 商品 …………………………同左 

 (2) 貯蔵品 ………………………同左 

４ 固定資産の減価償却方法 

 (1) 有形固定資産 

定額法によっております。なお、耐用年数及び

残存価額については、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっております。 

但し、リース資産についてはリース契約期間を

耐用年数としております。 

(追加情報) 

事業用定期借地権が設定されている賃借地上

の建物については、当該契約期間到来時には更

地にして返還する契約となっていることから、

当事業年度より税法上の耐用年数から当該契

約期間を耐用年数とすることに変更しました。

この結果、前事業年度と同一の耐用年数を採用

した場合と比較して、当事業年度の減価償却費

は523百万円増加し、営業利益、経常利益は75

百万円減少し、税引前当期純損失は523百万円

増加しております。 

４ 固定資産の減価償却方法 

 (1) 有形固定資産 

定額法によっております。なお、耐用年数及び

残存価額については、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっております。 

但し、リース資産についてはリース契約期間を

耐用年数としております。 

 

 (2) 無形固定資産 

定額法によっております。なお、耐用年数につ

いては、法人税法に規定する方法と同一の基準

によっております。 

但し、ソフトウェアについては、利用可能期間

(５年)に基づく定額法によっております。 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 

 (3) 長期前払費用 

    均等償却によっております。なお、償却期間に

ついては、法人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。 

 (3) 長期前払費用 

    同左 

５ 繰延資産の処理方法 

 (1) 社債発行費 

    商法に規定する最長期間(３年間)にわたり均等

償却しております。 

５ 繰延資産の処理方法 

 (1) 社債発行費 

商法施行規則に規定する最長期間(３年間)に

わたり均等償却しております。 

 (2) 開発費 

    新規カード会員開拓のために特別に支出した提

携一時金については、開発費として繰延資産に

計上し、商法に規定する最長期間(５年間)にわ

たり均等償却しております。 

 (2) 開発費 

    新規カード会員開拓のために特別に支出した提

携一時金については、開発費として繰延資産に

計上し、商法施行規則に規定する最長期間(５

年間)にわたり均等償却しております。  
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前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

６ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

    割賦売掛金等の諸債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権及び要注意先債権に相当する債権

については、一定の種類毎に分類し、過去の一

定期間における各々の貸倒実績から算出した貸

倒実績率に基づき引当てており、破産更生債権

等については、回収不能見込相当額を計上して

おります。 

６ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

    同左 

 (2) 賞与引当金 

    従業員に対して支給する賞与の支出に備えるた

め、支給見込額のうち当事業年度における負担

額を計上しております。 

 (2) 賞与引当金 

    同左 

 (3) 退職給付引当金 

    従業員に対する退職給付の支出に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。 

    過去勤務債務及び数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法により、過去勤務債務

はその発生時から、数理計算上の差異は翌期か

ら費用処理しております。 

 (3) 退職給付引当金 

    同左 

 

 (4) 役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、

内規に基づく期末要支給見積額を計上しており

ます。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

同左 

 (5) 保証債務引当金 

保証債務のうち提携金融機関が行っている個人

向ローンに係る保証債務について将来発生する

危険負担に備えるため、将来発生すると見込ま

れる損失見込額を、実績率等を勘案して保証債

務引当金として計上しております。 

 (5) 保証債務引当金 

同左 

７ 収益の計上基準 

   収益の計上は次の方法によっております。 

(1) 総合あっせん  

 顧客手数料………… 

 

残債方式または７・８

分法 

 加盟店手数料……… 期日到来基準 
 

７ 収益の計上基準 

   収益の計上は次の方法によっております。 

(1) 総合あっせん  

 顧客手数料………… 

 

同左 

 加盟店手数料……… 同左 
 

(2) 個品あっせん  

 顧客手数料………… 残債方式または７・８

分法 

 加盟店手数料……… 期日到来基準 
 

(2) 個品あっせん  

 顧客手数料………… 同左 

 

 加盟店手数料……… 同左 
 

(3) 信用保証…………… 残債方式 
 

(3) 信用保証…………… 同左 
 

(4) 融資………………… 残債方式 
 

(4) 融資………………… 同左 
 

(5) 業務代行…………… 取扱高発生基準 
 

(5) 業務代行…………… 同左 
 

(6) リース……………… リース期間経過基準 

(7) 商品販売…………… 販売基準 
 

(6) リース……………… 同左 

(7) 商品販売…………… 同左 
 

８ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

８ リース取引の処理方法 

同左 

 



 

- 54 - 

 
前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

９ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たす金利スワップについて

は特例処理、振当処理の要件を満たす通貨スワ

ップについては振当処理によっております。 

９ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

    同左 

 

 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段……金利スワップ及び通貨スワップ

    ヘッジ対象……借入金及び社債 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段……同左 

    ヘッジ対象……同左 

 (3) ヘッジ方針 

財務活動に係る金利リスク及び為替リスクをヘ

ッジする目的に限定し、デリバティブ取引を行

っております。 

なお、デリバティブ取引の相手先は、格付けの

高い金融機関に限定しております。 

 (3) ヘッジ方針 

    同左 

 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又

は相場変動と、ヘッジ手段のキャッシュ・フロ

ー変動の累計又は相場変動を半期ごとに比較

し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効

性を評価しております。但し、特例処理によっ

ている金利スワップについては、有効性の評価

を省略しております。 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

    同左 

10 その他財務諸表作成のための重要な事項 10 その他財務諸表作成のための重要な事項 

   消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式で計上しており

ます。但し、固定資産に係る控除対象外消費税

等は長期前払消費税等として、投資その他の資

産の「その他」に計上し、均等償却しておりま

す。 

   消費税等の会計処理 

    同左 
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(会計方針の変更) 

 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準 
当事業年度から「自己株式及び法定準備金の取崩等

に関する会計基準」（企業会計基準第１号）を適用して

おります。これによる当事業年度の損益に与える影響

は軽微であります。 
なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度に

おける貸借対照表の資本の部については、改正後の財

務諸表等規則により作成しております。 

――――― 

１株当たり情報 
当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会

計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第４号）を適用しております。 
なお、これによる影響については「１株当たり情報

に関する注記」に記載しております。 

――――― 

――――― 
 

固定資産の減損に係る会計基準 
固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成 14年８月９日））及び「固定資産の減損に
係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成 15年 10月 31日）が平成 16年３月 31日
に終了する事業年度に係る財務諸表から適用できる

ことになったことに伴い、当事業年度から同会計基準

及び同適用指針を適用いたしました。これにより税引

前当期純利益は、664百万円減少しておりますが、営
業利益及び経常利益に影響はありません。 
なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸

表等規則に基づき各資産の金額から直接控除してお

ります。 
 
 (追加情報) 

 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

厚生年金基金の代行部分返上について 

当社の加入するセゾングループ厚生年金基金は、確定

給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部

分について、平成14年４月23日に厚生労働大臣から将

来分の支給義務免除の認可を受けました。 

当社は「退職給付会計に関する実務指針(中間報告)」

(日本公認会計士協会会計制度委員会報告第13号)第47

－２項に定める経過措置を適用し、当該認可の日にお

いて代行部分に係る退職給付債務と返還相当額の年金

資産を消滅したものとみなして処理しております。 

当事業年度末における返還相当額は7,532百万円であ

ります。 

――――― 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 

 

前事業年度 
(平成15年３月31日) 

当事業年度 
(平成16年３月31日) 

 ※１ 売掛金の残高は商品販売に係る売掛金でありま
す。 

 ※１  
――――― 

 ※２ 割賦売掛金残高は次のとおりであります。 
   (1) 信販事業に係る割賦売掛金 

部門別  金額 
 

総合あっせん  341,191百万円
個品あっせん  14,556百万円
信用保証  244百万円
融資  427,667百万円
業務代行  9,155百万円
リース  3,790百万円
  

計  796,606百万円
 

 ※２ 割賦売掛金残高は次のとおりであります。 
   (1) 信販事業に係る割賦売掛金 

部門別  金額 
 

総合あっせん  375,156百万円
個品あっせん  11,752百万円
信用保証  237百万円
融資  439,279百万円
業務代行  7,183百万円
リース  5,005百万円
  

計  838,613百万円
 

   (2) 商品販売に係る割賦売掛金 

商品販売  242百万円
 

合計  796,849百万円
 

   (2) 商品販売に係る割賦売掛金 
商品販売  15百万円

 
合計  838,629百万円

 
   (3) 当事業年度において、割賦売掛金のうちカー

ドショッピング（総合あっせん）の１回払い
債権の一部を売却し、その売却代金のうち
20,000百万円が入金されております。 

     なお、当事業年度末の割賦売掛金残高には、
当該営業債権流動化に伴う未収金債権100,847
百万円が含まれております。 

     また、前事業年度に割賦売掛金のうち、カー
ドショッピング(総合あっせん)のリボルビン
グ払い債権の一部を信託しております。 

     なお、当事業年度末の割賦売掛金残高には、
当該営業債権流動化に伴い当社が保有した信
託受益権11,182百万円が含まれております。

   (3) 当事業年度において、割賦売掛金のうちカー
ドショッピング（総合あっせん）の１回払い
債権の一部を売却し、その売却代金のうち
50,000百万円が入金されております。 

     なお、当事業年度末の割賦売掛金残高には、
当該営業債権流動化に伴う未収金債権93,627
百万円が含まれております。 

     また、前事業年度に割賦売掛金のうち、カー
ドショッピング(総合あっせん)のリボルビン
グ払い債権の一部を信託しております。 

     なお、当事業年度末の割賦売掛金残高には、
当該営業債権流動化に伴い当社が保有した信
託受益権15,267百万円が含まれております。

 ※３ 買掛金の残高は次のとおりであります。 

信販事業に係る買掛金 92,608百万円

商品販売に係る買掛金 236百万円

合計 92,845百万円
 

 ※３ 買掛金の残高は信販事業に係る買掛金でありま
す。 

 

 ※４ 割賦販売法及び宅地建物取引業法に基づく供託
金の代用として流動資産「その他」26百万円を
差し入れております。 

 ※４        ――――― 

 ※５ 関係会社に対するものは、次のとおりでありま
す。 

割賦売掛金 11,695百万円
 

 ※５ 関係会社に対するものは、次のとおりでありま
す。 

割賦売掛金 9,784百万円
 

 ※６ 部門別の割賦利益繰延残高は次のとおりであり
ます。 

部門別 
前期末 
残高 
(百万円) 

当期 
受入額 
(百万円) 

当期 
実現高 
(百万円) 

当期末
残高 
(百万円)

総合あっせん 2,123 38,259 38,033 
[2,289]
2,350

個品あっせん 1,136 1,155 1,214 
[244]
1,077

信用保証 2 0 1 1

計 3,262 39,415 39,248 
[2,533]
3,428

(注) 当期末残高の［ ］内は、加盟店手数料であり
内書きであります。 

 ※６ 部門別の割賦利益繰延残高は次のとおりであり
ます。 

部門別 
前期末
残高 
(百万円)

当期 
受入額 
(百万円) 

当期 
実現高 
(百万円) 

当期末
残高 
(百万円)

総合あっせん 2,350 40,217 40,034 
[2,454]
2,533

個品あっせん 1,077 903 1,068 
[214]
912

信用保証 1 － 0 0

計 3,428 41,120 41,103 
[2,669]
3,446

(注) 当期末残高の［ ］内は、加盟店手数料であり
内書きであります。 
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前事業年度 

(平成15年３月31日) 
当事業年度 

(平成16年３月31日) 

 ※７ 有形固定資産の減価償却累計額 

        79,055百万円

 ※７ 有形固定資産の減価償却累計額 

        81,580百万円

 ※８  ―――――  ※８ 減損損失累計額の内訳は次のとおりでありま 

す。 

 建物 24百万円

 器具備品 0百万円

 土地 639百万円

 計 664百万円
 

 ※９ 「一年以内に償還予定の債権譲渡支払債務」及

び「債権譲渡支払債務」は、「特定債権等に係る

事業の規制に関する法律」に基づくものであり

ます。 

 ※９ 同左 

 

 ※10 当社が発行する株式及び発行済株式の総数は次

のとおりであります。 

ただし、定款の定めにより、株式の消却が行わ

れた場合には、これに相当する株式数を減ずる

こととなっております。 

授権株式数………普通株式 300,000,000株

発行済株式総数…普通株式 171,409,867株
 

 ※10 当社が発行する株式及び発行済株式の総数は次

のとおりであります。 

ただし、定款の定めにより、株式の消却が行わ

れた場合には、これに相当する株式数を減ずる

こととなっております。 

授権株式数………普通株式 300,000,000株

発行済株式総数…普通株式 171,725,409株
 

 ※11 当社が保有する自己株式の数は普通株式8,176

株であります。 

 ※11 当社が保有する自己株式の数は普通株式

1,428,241株であります。 

  12 偶発債務 

(1) 債務保証 

 (保証先) (保証金額)

１ 
提携金融機関が行っている
個人向けローンに係る顧客 

89,865百万円

２ 
提携金融機関が行っている
絵画担保融資に係る顧客 

1,707百万円

３ 
㈱ローソン・シーエス 
・カード 

2,400百万円

 計 93,973百万円
 

  12 偶発債務 

  (1) 債務保証 

 (保証先) (保証金額)

１
提携金融機関が行っている
個人向けローンに係る顧客 

80,793百万円

２
提携金融機関が行っている
絵画担保融資に係る顧客 

1,543百万円

３
㈱ローソン・シーエス 
・カード 

3,990百万円

４ ㈱セゾンファンデックス 96,276百万円

 計 182,604百万円
 

(2) ――――― 

 

(2) 連帯債務 

会社分割により㈱ヘルスパークに承継した預

り保証金等に関し返済義務が生じた場合の債

務について債権者に対し連帯債務を負ってお

りますが、負担割合は㈱ヘルスパーク100％と

することで同社と合意しており、貸借対照表に

連帯債務の金額は計上しておりません。 

なお、当事業年度末における連帯債務残高は、

1,485百万円であります。 

  13 配当制限 

――――― 

  13 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する純資産

額は4,679百万円であります。 
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前事業年度 

(平成15年３月31日) 
当事業年度 

(平成16年３月31日) 

  14 当社においては、クレジットカード業務に附帯

するキャッシングサービス及びカードローン業

務等を行っております。 

    当該業務における貸出コミットメントに準ずる

貸出未実行額は次のとおりであります。 
 

利用限度額の総額 4,990,097百万円

貸出実行残高 372,464百万円

差引額 4,617,632百万円

    なお、上記の貸出コミットメントに準ずる契約

においては、その殆どがクレジットカードの附

帯機能であるキャッシングサービスとして当社

の会員に付与しているものであるため、必ずし

も貸出未実行額の全額が貸出実行されるもので

はありません。 

  14 当社においては、クレジットカード業務に附帯

するキャッシングサービス及びカードローン業

務等を行っております。 

    当該業務における貸出コミットメントに準ずる

貸出未実行額は次のとおりであります。 
 

利用限度額の総額 5,378,010百万円

貸出実行残高 385,290百万円

差引額 4,992,720百万円

    なお、上記の貸出コミットメントに準ずる契約

においては、その殆どがクレジットカードの附

帯機能であるキャッシングサービスとして当社

の会員に付与しているものであるため、必ずし

も貸出未実行額の全額が貸出実行されるもので

はありません。 
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(損益計算書関係) 

 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

※１ リース売上原価の内訳は次のとおりであります。
 
リース売上原価 31,473百万円

リース資産減価償却費及び
長期前払費用償却費 

23,616百万円

リース資産処分簿価 6,021百万円

リース資産保険料及び固定
資産税等 

1,835百万円

 

※１ リース売上原価の内訳は次のとおりであります。
 
リース売上原価 41,162百万円

リース資産減価償却費及び
長期前払費用償却費 

29,295百万円

リース資産処分簿価 8,657百万円

リース資産保険料及び固定
資産税等 

3,209百万円

 
※２ 商品売上原価の内訳は次のとおりであります。 
 
商品売上原価 8,543百万円

商品期首たな卸高 1,958百万円

当期商品仕入高 8,376百万円

商品期末たな卸高 1,791百万円
 

※２ 商品売上原価の内訳は次のとおりであります。 
 
商品売上原価 2,359百万円

商品期首たな卸高 1,791百万円

当期商品仕入高 2,311百万円

他勘定振替高 327百万円

商品期末たな卸高 1,414百万円

（注）他勘定振替高の内容は営業外費用であります。

※３ この商品売上高及び商品仕入高には、売上仕入契

約に基づき販売した商品に係るものが次のとお

り含まれております。 

商品売上高 6,969百万円

商品売上原価 6,255百万円

商品売上総利益 714百万円
 

※３ この商品売上高及び商品仕入高には、売上仕入契

約に基づき販売した商品に係るものが次のとお

り含まれております。 

商品売上高 2,514百万円

商品売上原価 2,235百万円

商品売上総利益 278百万円
 

※４ その他の売上原価の内訳は、次のとおりでありま

す。 
 
その他の売上原価 2,173百万円

賃貸資産減価償却費 627百万円

賃貸資産保険料及び 
固定資産税等 

1,545百万円

 

※４ その他の売上原価の内訳は、次のとおりでありま

す。 
 
その他の売上原価 255百万円

賃貸資産減価償却費 20百万円

賃貸資産保険料及び 
固定資産税等 

235百万円

 
※５ 金融収益のうち、営業債権流動化に伴い当社が保

有した信託受益権の配当金4,557百万円が含まれ

ております。 

※５ 金融収益のうち、営業債権流動化に伴い当社が保

有した信託受益権の配当金4,470百万円が含まれ

ております。 

※６ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 582百万円

器具備品等 130百万円

計 712百万円
 

※６ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 75百万円

器具備品等 137百万円

計 212百万円
 

※７ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

器具備品 10百万円
 

※７ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

器具備品等 0百万円
 

※８   ――――― ※８ 減損損失の内訳は次のとおりであります。 

 建物 24百万円

 器具備品 0百万円

 土地 639百万円

 計 664百万円
 

※９ 関係会社支援損の内訳は次のとおりであります。

債権放棄 7,500百万円

資金供与 8,950百万円

計 16,450百万円
  

※９  ――――― 
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前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

  ○ 部門別取扱高は次のとおりであります。 

    なお、( )内は、元本取扱高であります。 
 

部門別 金額(百万円) 

総合あっせん 
1,808,624
(1,808,482)

個品あっせん 
17,369
(16,480)

信用保証 
53,433
(53,433)

融資 
600,447
(600,447)

業務代行 
398,724
(398,724)

リース 71,960

商品販売 
9,445
(9,445)

その他 9,788

計 2,969,794

  

  ○ 部門別取扱高は次のとおりであります。 

    なお、( )内は、元本取扱高であります。 
 

部門別 金額(百万円) 

総合あっせん 
1,912,210
(1,912,031)

個品あっせん 
13,367
(12,669)

信用保証 
31,683
(31,683)

融資 
555,984
(555,984)

業務代行 
328,119
(328,119)

リース 73,665

商品販売 
2,763
(2,763)

その他 6,604

計 2,924,399
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(リース取引関係) 

 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 ○ リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引に係る注

記 

 ○ リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引に係る注

記 

１ 借主側 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 
 

１ 借主側 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 
 

 
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却累 
計額相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

建物 1,560 345 1,214

器具備品 1,952 500 1,452

合計 3,513 846 2,666

 

 
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却累 
計額相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

建物 1,575 511 1,064

器具備品 2,296 726 1,569

合計 3,871 1,237 2,634

 
 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

 １年以内 859百万円

 １年超 1,846百万円

 計 2,706百万円
 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

 １年以内 743百万円

 １年超 1,950百万円

 計 2,693百万円
 

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

① 支払リース料 918百万円

② 減価償却費相当額 861百万円

③ 支払利息相当額 95百万円
 

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

① 支払リース料 967百万円

② 減価償却費相当額 898百万円

③ 支払利息相当額 84百万円
 

 (4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

  ・減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

  ・利息相当額の算定方法 

    リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。 

 (4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

  ・減価償却費相当額の算定方法 

    同左 

 

  ・利息相当額の算定方法 

    同左 
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前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

２ 貸主側 

 (1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高 
 

２ 貸主側 

 (1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高 
 

 
取得価額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
(百万円) 

期末残高 

(百万円) 

リース資産 168,001 61,102 106,898

ソフト 
ウェア 

1,083 610 473

合計 169,085 61,713 107,371

 

 
取得価額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
(百万円) 

期末残高 

(百万円) 

リース資産 201,301 73,749 127,552

ソフト 
ウェア 

2,716 826 1,890

合計 204,018 74,575 129,442

 
 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

 １年以内 24,247百万円

 １年超 87,013百万円

 計 111,260百万円

上記金額には「特定債権等に係る事業の規制に関

する法律」に基づき譲渡したリース契約債権が含

まれております。 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

 １年以内 29,462百万円

 １年超 105,414百万円

 計 134,877百万円

上記金額には「特定債権等に係る事業の規制に関

する法律」に基づき譲渡したリース契約債権が含

まれております。 

 (3) 受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

① 受取リース料 27,966百万円

② 減価償却費 23,616百万円

③ 受取利息相当額 5,865百万円
 

 (3) 受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

① 受取リース料 34,732百万円

② 減価償却費 29,295百万円

③ 受取利息相当額 7,297百万円
 

 (4) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額との差額を

利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

 (4) 利息相当額の算定方法 

    同左 

  ○オペレーティング・リース取引に係る注記 

   借主側 

    未経過リース料 

  １年以内 260百万円

  １年超 111百万円

  計 372百万円
 

  ○オペレーティング・リース取引に係る注記 

   借主側 

    未経過リース料 

  １年以内 324百万円

  １年超 258百万円

  計 582百万円
 

 
 
 
 
(有価証券関係) 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 

前事業年度 
(平成15年３月31日) 

当事業年度 
(平成16年３月31日) 

貸借対照表 
計上額 

時価 差額 
貸借対照表
計上額 

時価 差額 
区分 

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

関連会社株式 2,649 3,494 844 2,649 4,590 1,940

 



 

- 63 - 

(税効果会計関係) 

 
前事業年度 

(平成15年３月31日) 
当事業年度 

(平成16年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

  繰延税金資産 

 商品 233百万円

 有価証券 1,289百万円

 貸倒引当金 4,366百万円

 未払費用 3,395百万円

 未払事業税 41百万円

 退職給付引当金 2,096百万円

 その他の引当金 1,031百万円

 その他有価証券評価差額金 933百万円

 繰越欠損金 1,183百万円

 その他 914百万円

繰延税金資産合計 15,481百万円

繰延税金負債 

 未収還付事業税 △468百万円

 固定資産圧縮積立金 △219百万円

繰延税金負債合計 △687百万円

繰延税金資産の純額 14,794百万円
  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

  繰延税金資産 

 商品 313百万円

 減損損失累計額 270百万円

 有価証券 552百万円

 貸倒引当金 4,694百万円

 未払費用 6,013百万円

 未払事業税 2,031百万円

 退職給付引当金 2,431百万円

 その他の引当金 1,104百万円

 その他有価証券評価差額金 10百万円

 その他 782百万円

繰延税金資産合計 18,204百万円

繰延税金負債 

 その他有価証券評価差額金 △3,221百万円

繰延税金負債合計 △3,221百万円

繰延税金資産の純額 14,983百万円
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 法定実効税率 

 (調整) 

42.05％

 交際費等永久に損金に算入され
ない項目 

△0.81％

 住民税均等割等 △1.37％

 税率変更による期末繰延税金
資産の減額修正 

△3.74％

 その他 0.01％

 36.14％
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 法定実効税率 

 (調整) 

42.05％

 交際費等永久に損金に算入され
ない項目 

0.12％

 住民税均等割等 0.26％

 税率変更による期末繰延税金
資産の減額修正 

0.75％

 その他 △0.79％

 42.39％
 

 

３ 繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法

定実効税率は、地方税法の改正(平成16年４月１日以降

開始の事業年度より法人事業税に外形標準課税を導

入)に伴い当事業年度末における一時差異等のうち、平

成16年３月末までに解消が予定されているものは改正

前の税率、平成16年４月以降に解消が予定されている

ものは改正後の税率であります。 

  この税率の変更により、当事業年度末の繰延税金資

産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)が330

百万円減少し、当事業年度に費用計上された法人税等

調整額が294百万円、その他有価証券評価差額金が35

百万円、それぞれ増加しております。 

 

 

３ 繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法

定実効税率は、地方税法の改正(平成16年４月１日以降

開始の事業年度より法人事業税に外形標準課税を導

入)に伴い当事業年度末における一時差異等は改正後

の税率で計算しております。 

  この税率の変更により、当事業年度末の繰延税金資

産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)が334

百万円減少し、当事業年度に費用計上された法人税等

調整額が318百万円、その他有価証券評価差額金が15

百万円、それぞれ増加しております。 
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(１株当たり情報) 

 
前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,383.04円 １株当たり純資産額 1,536.51円

１株当たり当期純利益又は純損失(△) △30.34円 １株当たり当期純利益又は純損失(△) 142.00円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、１株当たり当期純損失であるため記載しておりませ
ん。 
  

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 138.99円

当事業年度から「1株当たり当期純利益に関する会計基
準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益
に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
４号）を適用しております。 
なお、前事業年度と同様の方法により算定した場合の
当事業年度の１株当たり情報については、以下のとおり
であります。 

１株当たり純資産額 1,383.74円

１株当たり当期純利益又は純損失(△) △29.63円
 

 

(注) １株当たり当期純利益又は純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとお
りであります。 

項目 
前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１株当たり当期純利益又は純損失   

当期純利益又は純損失(△) (百万円) △5,026 24,396

普通株主に帰属しない金額 (百万円) 120 130

(うち利益処分による役員賞与金) (百万円) (120) (130)

普通株式に係る当期純利益 
又は純損失(△) (百万円) 

△5,146 24,266

普通株式の期中平均株式数 ( 千株 ) 169,614 170,887

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額 (百万円) － 25

(うち支払利息(税額相当額控除後)) (百万円) － (24)

(うち事務手数料(税額相当額控除後)) (百万円) － (1)

普通株式増加数 ( 千株 ) － 3,891

(うち転換社債) ( 千株 ) － (3,529)

(うち新株予約権) ( 千株 ) － (361)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要 

平成14年６月27日定時株主総会決
議ストックオプション 
  
(新株予約権１種類) 
新株予約権の数 44,305個

普通株式 4,430千株
  
第２回無担保転換社債 
転換社債の残高 7,445百万円

潜在株式の数 3,554千株
 

平成14年６月27日定時株主総会決
議ストックオプション 
  
(新株予約権１種類) 
新株予約権の数 44,305個

普通株式 4,430千株
  
 

 
 

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 
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役員の異動 
 
１．代表者の異動 
 
該当事項はありません。 

 
 
２． 役員の異動 
 
（１） 新任取締役候補（６月２９日付） 
 

取締役 蔵田 久幸（現 当社総務部長） 
 
取締役 倉光  彰 （現 当社信用管理部長） 
 
取締役 山路 孝眞（現 当社西日本事業部長） 
 
 

（２） 退任予定取締役（６月２８日付） 
 

取締役 山田  茂  （ジェーピーエヌ債権回収㈱ 常務取締役就任） 
 
取締役 横山 三雄 （あさひカード㈱ 特別顧問就任） 
 

（３） 退任取締役 
 
常務取締役 宮内 秀機 （出光クレジット㈱ 代表取締役副社長就任） 
                   （９月３０日付退任） 
 
取締役 池田 文雄 （㈱アトリウム 取締役就任） 
                   （９月２５日付退任） 
 
 

（４） 昇格者（２月１８日付） 
 
常務取締役 鈴木 秀敏（前 取締役） 
 
常務取締役 稲田 和房（前 取締役） 


